


編 集 方 針
アルパインでは、2016年度より財務情報を報告する「Annual 
Report」と非財務情報を中心に事業活動を紹介する「会社案内/
CSRレポート」をひとつにまとめ、「Annual Report」として発行し
ています。本レポートは、ステークホルダーの皆様にアルパインの
活動をご理解いただくための重要なコミュニケーションツールと
して位置付け、経営計画や業績、CSRマネジメント方針、環境保全
への取組みなどを積極的に開示しています。

本 レ ポ ー ト の 表 記 に つ い て
アルパイン：国内単独事業体を指します。
アルパイングループ：国内外連結対象会社全体を指します。
アルプスグループ：アルプス電気を中心とする企業グループを指します。

報 告 対 象 範 囲 と 期 間
【対象範囲】
日本及び世界各地に展開するアルパイングループを対象としてい
ますが、取組み内容によって異なることがあります。

【対象期間】
● 本レポートは原則として2016年4月1日から2017年3月31日

を対象期間としていますが、当該期間以前もしくは以後の活動も
報告内容に含まれています。

●  環境報告については、国内は2016年4月から2017年3月、海外
は2016年1月から2016年12月を対象としています。
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企 業 理 念

アルパインは人々の心を大切にし、仕事の質を高め、活力に溢れた魅力ある企業を目指します。

1 「個性の尊重」
アルパインは社員一人一人の誇りと情熱を大切にし、人を育て、人を活かし、相互信頼の絆を築きます。

2 「価値の創造」
アルパインは時代をリードする先進技術に挑戦し、人 に々喜びをもたらす新しい価値を創造します。

   3 「社会への貢献」
アルパインは品位ある製品の提供を通じ、明日の豊かな社会作りに貢献します。

行 動 指 針

創造・情熱・挑戦
私たちは、新たな価値の創造・ものづくりに情熱を持って果敢に挑戦し続けます。

V I S I O N 2 0 2 0  ビ ジ ョ ン ス テ ー ト メ ン ト

アルパインは、あなたのカーライフを豊かにする
モービルメディア・イノベーションカンパニーを目指します。 
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ビジョン　　事業領域

「モービルメディア・イノベーションカンパニー」として
  次世代のカーライフを創造します。

Audio・Visual・Navigation & Cockpit Display・Communication & Cloud Service・Drive Assistの
事業領域からお客様の期待を超えるプレミアムカーライフを発信します。

カーナビゲーション
X209D 【米州】
Jeepラングラー専用の9インチ耐
水耐塵ナビゲーション。

リアビジョン
PXH12X-R-AV 

【日本】
12.8インチの大画面で後部座
席から地デジやDVDを楽しむ
ことができます。車室内の空気
をきれいにするプラズマクラス
ターが搭載されています。

カーナビゲーション
BIG X”11” 【日本】
世界最大11インチモニターを搭載
する車種専用カーナビゲーション。

スマートフォンアプリ
Alpine Connect 

【北米・欧州・豪州】
アルパインのスマートフォンア
プリ「Alpine connect」により、
様々なアプリケーションを車載
器で利用することが可能です。Audio

Visual

Navigation &
Cockpit Display

Communication &
Cloud Service

Drive Assist

AVヘッドユニット
iLX-107 

【北米・欧州・アジア】
洗練されたフラットデザインでワ
イヤレスのApple CarPlay®を業
界に先駆けて実現、提供します。

バックビューカメラ
HCE-C1000D-AV 

【日本】
暗い場所でも明るくクリアな映
像を表示するHDRカメラでス
ムーズな駐車をアシストします。

アンプ/スピーカー
X-A90F/S65C

【北米・欧州・アジア】
5チャンネル高音質デジタルパ
ワーアンプとハイレゾ対応ス
ピーカーで、多彩なシステムに
対応します。

スピーカー
X3-710S-AV 【日本】
ヴェルファイア/アルファード専
用設計・専用チューニングで最
高の音を提供し、オーナーの満
足度を向上させます。
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ビジョン　　事業報告

販売・生産・開発のグローバルネットワーク
を基盤に企業価値の最大化に取組みます。

統括拠点 （Headquarters）

販売拠点 （Sales Base）

生産拠点 （Manufacturing Base）

開発拠点 （Development Base）

H

S

M

D

情報・
通信機器

事業

81％

音響機器事業
19％

OEMビジネス

80％

市販
ビジネス
 20％

北米

35％

欧州

39％

アジア
13％

日本
13％

OEMビジネス

80％

市販
ビジネス
  17％

情報・通信機器事業

81％

音響機器
事業
19％

北米
14％

欧州
17％

日本
30％

中国
36％

アジア 3％

◦地域別売上比率

◦事業部門/仕向け別売上比率

北米

35％

欧州

39％

アジア
13％

日本
13％

OEMビジネス

80％

市販
ビジネス
  17％

情報・通信機器事業

81％

音響機器
事業
19％

北米
14％

欧州
17％

日本
30％

中国
36％

アジア 3％

◦地域別従業員比率

ナビゲーション・ディスプレイなど

・市販市場で新製品を発売
・米国にて新製品発売
・欧州自動車メーカー向け売上拡大

・海外市販市場の商流開拓に時間を要す
・日系自動車メーカーの一部車種のモデル切換え

売 上 高 2,017億円

次期予想 2,018億円（前期比0.0%増）

前期比

8.4％減

プラス要因

マイナス要因

情報・通信機器事業

プラス要因

マイナス要因

スピーカー・アンプなど

・市販市場向け拡販
・軽量 · 小型製品の拡販

・情報 · 通信機器との融合

売 上 高 459億円

次期予想 481億円（前期比4.8%増）

前期比

13.0％減

音響機器事業
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ビジョン　　ヒストリー

 「創造・情熱・挑戦」の歴史を積み重ねて、
おかげさまで創業50周年を迎えます。

1967年
アルプスモトローラ㈱
設立

1978年
モトローラ社との
合弁解消。
社名を「アルパイン㈱」に変更

1978年
ドイツ・アメリカ
に販売会社を
設立

1980年
ラックス㈱と業務提携

（～94年）

1991年
東証1部上場

2011年
東日本大震災。
2週間後から
稼働再開

1988年
東証2部上場

1993年
業界で初めて
中国生産を開始

2001年
国内市販部門の
新会社「アルパイン
マーケティング㈱」設立

2015年
中国屈指の
ソフトウェア企業
Neusoftと合弁会社設立

1970年
ハンディ8
初のアルプスモトローラ
ブランド製品

1982年
LS-5シリーズ
デッキ・チューナー・イコライザー
からなるコンポスタイル

1991年
Juba7909
最高級オーディオ
Jubaシリーズ

1994年
NVE-N055
市販カーナビ市場に
本格参入

2000年
CDA-7990R
フラッグシップモデル
AlpineF#1Status

2010年
VIE-X088
大画面ナビ
ビッグXシリーズ

1976年
カー用カセット・ラジオ
初のALPINEブランド
製品

1989年
CDシャトル5952
世界最小の車室内
収納CDチェンジャー

1991年
5980
世界初3D（Disk）
シャトル

1996年
CHA-S604
世界最小CDチェンジャー

（6枚連続再生）

2007年
iDA-X001
世界初 iPod®専用
ヘッドユニット

2014年
iLX-007
Apple CarPlay®対応
製品

2017年
創業50周年

アルパイン50周年ロゴ
モビリティ（タイヤ）をモチーフにした50の数
字。それをブランドロゴでもある5本のストライ
プが突き抜けることによって既存の事業領域
から進化していこうという想いを表しています。
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ビジョン　　トップメッセージ

　アルパインでは、2013年より2020年をター
ゲットとした長期経営構想『VISION2020』
（2020年売上高3300億円 営業利益率5%）
を掲げて、その実現に取組んでいます。計画は順
調に推移し目標達成が視野に入ってきています。
ただ自動車業界では、『VISION2020』を描い
た当時には考慮していなかった劇的な環境変化
が起こりつつあります。それらに的確に対応しなが
ら『VISION2020』を実現するため、2017年より
『第14次中期経営計画』を策定し推進していま
す。前期、アルパインは、国内子会社の再編をは
じめとする構造改革を実行しました。これらの事
業運営の効率化によって得られた原資を『第14
次中期経営計画』のもと、2020年以降のビジネ

スに向けた投資へ優先的に配分していきます。
　自動車の未来を見据えた時、「自動運転」「コネ
クテッド」「EV」「シェアリング」がアルパインの捉
えるべき大きなトレンドとなっています。これらから
生まれる新市場を狙って、同業他社や新規参入
会社による大胆なM&Aが行われ、事業環境が
激しく変化していく中、アルパインは、親会社であ
るアルプス電気との協業、国内外の様 な々パート

ナーとのアライアンスを積極的に展開することで、
事業活動をスピードアップし変化に対応していきま
す。そしてADAS（先進運転支援システム）など、
自社の強みが発揮できる領域に集中して事業を
展開していきます。
　自動車業界の変化を超えて成長を続けるため

2020年の先を見据えて
過去の延長線上にない挑戦で
新たなブランド価値の創出を目指します。

に、アルパインには自社の強みに一層の磨きをか
けることが求められています。『第14次中期経営
計画』では、カーオーディオ、カーナビ事業に取組
む中で築いてきたコア技術HMI（ヒューマンマシ
ンインタフェース）をさらに究めていくことを掲げて
います。自動車のインテリジェント化が進んでも、
「安全」や「使いやすさ」へのニーズは不変です。
AI（人工知能）やディープラーニングなどの最先
端技術をユーザーフレンドリーな機器・システムと
して仕上げる「五感に訴えるHMI」を独自の提供
価値として追求していきます。
　またアルパインの事業上の特徴であるOEMと
市販を2軸とするビジネスモデルの強化も進めて
いきます。3年スパンで動くOEM市場と、1年スパ
ンで動く市販市場、2つの市場サイクルでビジネ
スをすることで得られる相乗効果で、双方の市場
のお客様への提供価値を増大させます。アルパイ
ンブランドとして市販市場に向けて打ち出した先
進的な施策の成果をもとにアルパインは、グロー
バルなプレミアムブランドとしてポジションを確立
してきました。しかし人々のライフスタイル、価値観
は変化しており、それに合わせてアルパインブラン
ドを進化させることが私たちのテーマとなってい
ます。すでに日本においては、個別のニーズに焦点
を当てた車種専用商品によって国内市販を担うグ
ループ会社が過去最高の売上、利益を達成する
など、アルパインブランドの新しい価値を発信する

取組みが成果をあげています。
　アルパインは現在、受注が確定したビジネス
を推進する一方で、『VISION2020』の次に向
けて、様 な々挑戦を行っています。自動車関連領
域では、カスタムカー販売やカーシェアリング事
業、自動車の領域以外でも航行制御技術（GPS、
ジャイロ機能、地図情報連携など）を生かしたド
ローン事業を検討するなど、新たな価値の創造を
探っています。引き続き、従来の延長線上にはない
アイデアや行動を志向しながら、持続的な企業成
長を目指していきます。
　 2 017年の今年、アルパインはおかげさ
まで創業 5 0周年を迎えます。今後もE S G
（Environmental=環境、Social=社会、
Governance=企業統治）への取組みやステー
クホルダーの皆さまとの結びつきのさらなる強化
をはかり、企業価値の向上に努めてまいります。一
層のご理解とご支援をお願い申し上げます。

代表取締役社長

市販製品
開発サイクル

自動車メーカー様向け
OEM製品
開発サイクル

新製品展開

市場の創造
新技術
先行導入

OEMへ
先行提案共同

ワークショップ

受注

ビジネス規模
の拡大

2017年6月
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現在

VISION2020

2021年以降

カーオーディオ・カーナビ

コックピット

独自のHMI価値創出

五感に関わる技術（聴覚・視覚・触覚・嗅覚・味覚）

車室内空間全体

究極のおもてなし空間エンターテイメント

インフォメーション
＋

エンターテイメント

快適性
＋

エンターテイメント
＋

インフォメーション

ビジョン　　中期経営計画 ビジョン　　取組みの方向性

あらゆるモビリティーユーザーへ
もっとクルマに乗りたくなる感動の移動時間・空間を提供。
　アルパインは自動運転、コネクテッド、ＥＶ、シェアリング
の4大トレンドにより、クルマと人の関係が変化しつつある
なかで、独創的な付加価値創造を追求しています。これま
で、カーオーディオ、カーナビ分野において磨いてきた高品
質なエンターテイメントを提供するHMI（ヒューマンマシン
インタフェース）を、人とクルマのコミュニケーションを最
適化するだけでなく、期待を超えた五感を刺激するおもて

なし空間へと進化させようとしています。半自動運転が本
格的に普及する中、ドライバーに音や映像に加えて、安全
で楽しいドライブのための多彩なインフォメーションを提供
します。そして2020年のさらに先へ向けて、ドライバーと
同乗者にアルパインのシステムやサービスがより心地よく
豊かな時間を提供できるように、モビリティの次世代を切
り拓くためのハード&ソフト開発を進めていきます。

新たな成長に向けた変革の実行
売上高 3,000億円、営業利益 120億円を目指す

・収益性の確保と将来に向けた先行投資の実行
・自動車業界4大トレンドへの対応 （自動運転・コネクテッド・EV（電気自動車）・シェアリング）
・強みを活かした独自性の構築

成長のための改革を実行し続けます。

　当社は変化の激しい自動車業界において成長を加速す
るため、2017年度から2019年度の3年間の「第14次中期
経営計画」を策定しました。既存のビジネスで一層の収益

改善に取り組みつつ、新領域におけるアルパインならでは
の価値創出に努めていきます。

中 期 経 営 計 画 の 紹 介［ 2 017年 度-2 019 年 度 ］

事業目標

重点項目

06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 19 20

2,650
2,520

1,966

1,685

2,012 2,029

2,223

2,858
2,945

2,477 2,500

2,７３0

3,300

3,000

 

56 6554

115
98

23

56

111

2

△106

70

101

1991年度
東証1部上場
1,065億円

1988年度
東証2部上場
748億円

（年度）

売上高 営業利益
（億円）

120

18

　当社は第14次中期経営計画にて2019年度売上3,000
億円を目標としました。2019年度売上目標における売上
額の8割ほどはすでに自動車メーカーからの受注をいただ
いております。今後3年間で各事業の更なる収益性改善を
進めてまいりますが、その一環として業務効率化に向けた
大規模な組織変更を行いました。
　現在、自動車業界は大きな変革期にあり、自動運転・コ
ネクテッド・ＥＶ・シェアリングは特に注視すべきトレンドだ
と捉えています。当社は収益改善施策を強化することで得
た原資をもとに、将来のクルマ社会に向けた先行投資を積

極的に行っていきます。
　当社の強みはお客様を徹底的に理解しようとするマーケ
ティングと、従来から培ってきたＨＭＩ技術です。この強み
を活かしながら、アルパイン独自の「人に感動を与える」技
術やサービスを創出していきます。
　今回策定した第14次中期経営計画では2019年度をひ
とつの区切りとしていますが、さらにその先のビジネスの
ベースとなる重要な3年間だと捉えています。アルパイン独
自の価値創出に向け今後も変革し続けます。

◦第14次中期経営計画
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ヘッドレストに取り付けられた製品 レイアウトフリースピーカー

中国のカーシェアリングサービス事業

CSR　　アルパインのCSR CSR　　社会課題を解決する製品・サービスの提供

　アルパインは、CSRを『企業理念を具現化するための経
営活動そのもの』と位置づけています。アルパインが永続し
ていくための不変の価値である「企業理念」、それを実現す
るための目指すべき姿である「企業ビジョン」を全従業員で
共有し、一人ひとりがCSRの担い手として日々の業務にあ
たっています。また、グローバル視点で自社のCSR活動を
検証するために、国際標準規格ISO26000を手引きとして
独自のCSRガイドラインを策定し、活動を進めています。
　また、2015年度から、マテリアリティ（重要課題）を明
確にし、CSR活動に反映しています。重要課題の特定にあ
たっては、ISO26000や各種基準を参考に、「ステークホ

ルダーからの期待度」と「アルパインにとっての重要度」の
観点から評価を行い、社内のCSR委員会の意見を反映す
るとともに、社外有識者からも意見をいただきました。特定
した重要課題は、当社の重要テーマとしてCSR中期計画へ
反映させ、取組みの進捗を管理するとともに、定期的見直
しを行いながら、CSRマネジメントの強化を図っています。
　アルパインは、従業員が一体となってバリューチェーン
のすべてにおいてCSRを推進していくことが、社会的責任
を果たすと同時に中長期的に成長していくための基盤にな
ると確信しています。引き続き、「企業理念」を具現化する
CSR活動のレベルアップに取組んでいきます。

　自動運転、コネクテッド、EV（電気自動車）、シェアリン
グなど、クルマを取り巻くトレンドを軸に、2025年以降を
見すえた研究開発に取組んでいます。クルマだけではなく、
あらゆるモビリティーユーザーに「もっとクルマに乗りたく
なる。心地よい時間・空間を提供する」製品・サービスを目
指して、アルパイン独自の「五感に響くHMI」を実現する、
サウンドシステム、インフォテイメント、コックピットディスプ
レイなどを追求しています。また、クルマ業界のビジネスモ
デルや人々のライフスタイルに変革をもたらすとされるビッ
クデータ、AI（人工知能）など、情報処理の最先端領域に
も積極的にアプローチしています。

◦先端領域をいく企業との連携
　既存の事業領域の進化や新たな事業領域の創出を目
指して、様々な分野のリーディングカンパニーと積極的に
連携しています。2016年度は、日本アイ・ビー・エム株式
会社と共同で、同社の自動車業界向けIoTソリューション
「Watson IoT for Automotive」をもとに、多様でダイナ
ミック(動的)な情報で快適なドライブを支援する次世代車
載システムの開発をスタートしました。また株式会社東芝と
は、ドローンを活用して、山間部の鉄塔や送電線などの保
守の省力化に貢献する電力インフラの巡視・点検システム
の共同開発に取組んでいます。

◦アルプス電気との協業
　親会社であるアルプス電気株式会社と連携しながら、安
心・安全・快適なクルマ社会の実現に向けた協業に取り
組んでいます。アルプス電気が長年培ってきたハプティッ
ク®や静電タッチパネルといったインプット領域と、アル
パインのナビゲーションを核としたインフォテイメント、す
なわちアウトプット領域を融合させることで、先進のHMI
（ヒューマンマシンインタフェース）を創造します。更に、
Bluetooth®、LTE、V2X等のコネクティビティ技術と製品
等で両社のシナジーを高め、将来の自動運転時代に貢献し
ていきます。

◦中国モビリティ市場への展開
　20年以上にわたり提携関係を続けているNeusoftとと
もに、中国でのオートモーティブ事業の拡大に向けた新会
社を設立しました。グローバルなITソリューション企業とし
て豊富な実績を持つNeusoftのソフト技術力と中国に根付
いたネットワークを活かしながら、次世代自動車に向けた
「EV」「自動運転」「Connected car」を中心としてスマー
トモビリティ社会に貢献する技術・サービスの事業化に取
組んでいます。すでに「EVバッテリー関連事業」「クラウド
（カーシェア）サービス事業」を世界最大の自動車市場で
ある中国で開始しています。

　広角度でも音質劣化が少ないという特徴と、小型軽量化
により、場所を選ばず車内のどこにでも取り付けることを
可能とした「レイアウトフリースピーカー」を開発しました。
製品の性能を保ったまま、小型軽量という特徴を活かし車
内レイアウトの自由度を高め、さらにはクルマの燃費向上
に貢献します。この製品は、ホンダのオープンスポーツカー
S660の純正ディーラーオプションとして採用されました。

▪基 本 的 な 考え 方とマテリアリティ ▪研 究 開 発

▪アライアンス 　

▪環 境 に 配 慮した 設 計

アルパインのCSRは
企業理念を具現化する経営活動そのものです。

社会価値と企業価値の両立を目指して
地域社会や様々なパートナーと連携しています。

企
業
統
治

全体原則

・説明責任
・透明性

・倫理的な行動
・ステークホルダーの利害の尊重

・法の支配の尊重
・国際規範の尊重
・人権の尊重

コミュニティ参画 人権

労働慣行

環境公正な事業慣行

消費者課題

◦アルパインCSRガイドライン ◦マテリアリティ・マトリクス

●自然環境の保護

●統治構造の整備

●責任ある政治関与

●適切な労働条件・
　職場環境確保

●従業員との対話・人材育成

●説明責任、透明性確保

●コンプライアンスの遵守

※GHG：温室効果ガス（Green House Gas）

●気候変動影響の緩和
 （GHG※削減）

●再生可能な資源の利用

●汚染の予防

●社会課題を解決する
　製品・サービスの提供

●サスティナブル・
　サプライチェーン
　マネジメント

●多様な人材の活躍
　(ダイバーシティ）

●汚職防止

●顧客満足と
　プライバシー保護

●地域社会との関わり

非常に
高い

非常に
高い

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
か
ら
の
期
待
度

アルパインにとっての重要度高い

最 重 要 課 題
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CSR　　サスティナブルサプライチェーンマネジメント

CSR　　顧客満足

CSR　　環境

　地球環境保全には、部品や材料の調達先であるサプラ
イヤー様も含めた幅広い取組みが求められます。アルパイ
ンでは、グリーン調達基準書を策定し、環境に配慮した調
達を推進しています。2016年度は、サプライヤー様への調
査項目へCSR活動状況に関する項目を追加し、環境だけ
ではなく幅広いCSR取組みをサプライチェーン全体で進め
ています。

　アルパインは、お客様がクルマと過ごす時間を上質なも
のとするために、「お客様だけの、とっておきの1台」の提案
を行っています。これまで「ALPINE STYLE プレミアムス
ペースデザイン」をコンセプトに、車種ごとに最適な車内空
間のデザインに取組んできましたが、2017年4月よりエク
ステリアも含めたクルマ1台まるごとをALPINE STYLEに
仕立てたカスタマイズカーの発売を開始しました。「スポー
ツ・スパルタ（質実剛健）・シャープ・シンプル・スマート」
をデザインコンセプトとし、上品で高級感あるカスタマイズ
カーを目指しています。

　運転支援システムの高度化、自動運転システムの普及な
どに伴い車載関連製品の安全に対する要求が一層高まる
中で、アルパインはいち早く自動車向けの機能安全の規 
格※1 ISO26262に対応する製品化プロセス及び体制を確
立しています。2016年度は、安全最優先で判断・行動する
企業文化の醸成を目指し、機能安全方針の策定、業務マ
ニュアルの作成、車載製品に関わる全社員を対象とするe-
ラーニングを実施しました。

　アルプス／アルパイングループでは、環境問題を重要
な経営課題の一つと捉え、環境経営を推進しています。グ
ループ一体となった活動とすべく、「アルプスグループ環境
憲章」を基に、アルパインでは、「環境方針」及び「中期計
画」を策定し、環境管理委員会を設けて、環境負荷低減に
貢献する製品の提供、事業活動における環境負荷低減、グ
ローバルな管理体制構築に取組んでいます。

　製品、梱包材の構造や材質などを工夫することで、資源
の有効活用に努めています。たとえば自動車メーカー様向
け製品では、梱包をコンパクト化し、1カートンあたりの搭
載個数を20枚から32枚とすることで、輸送積載効率を大
幅に向上させるとともに使用する材料を節約しました。ま
た輸送用のパレットを再利用することで、パレット廃棄に
伴う木くずを削減するといった取組みも行っています。

　アルプス／アルパイングループとして、「2020年までエ
ネルギー原単位を年平均1%改善」を目標に掲げて、各事
業所において電気使用量の削減、熱の有効利用などに取
組んでいます。福島県主催の温暖化防止事業「福島議定
書」事業において、 アルパイン技研（株）がオフィス・店舗
部門で7年連続で最優秀賞の表彰を受けるなど、地域社会
をリードする存在を目指して活動を行っています。

　生産活動において化学物質を使用しており、その化学物
質の多くは、管理・使用方法を誤ると、環境や人体に対して
悪影響を及ぼします。このため環境や人体への影響が大き
い化学物質の使用を抑えるとともに、正しい管理体制の下
で使用することが、企業の責務となっています。アルパイン
では、生産活動で使用する化学物質の保管・使用・排出
の適正管理を徹底しています。

▪グリーン 調 達

▪アル パ インカスタマイズカー

　アルパインはグローバルで生産拠点6ヶ所を構えていま
す。そのサプライチェーンは、自然災害・事故・労働争議・
倒産などにより、広範囲にわたり影響を受けるリスクを抱
えています。調達する材料や部品について最終生産地調査
を実施し、情報を一元管理することにより、発生した調達
リスクへタイムリーに対応できるようにしています。2016年
度は、海外拠点購入品の原材料レベルまで調査を拡大し、
75社1,200部品を調査しました。

▪調 達リスクへ の 対 応

▪車載製品の機能安全に対する取組み

　アルパインは、「相互信頼による共存・共栄」を掲げて、
サプライヤー様とのパートナーシップの強化に取組んでい
ます。世界各地で業況報告会を開催し、「生産・販売状況
ならびに購買方針の説明」「品質・納期管理・原価改善等
に貢献いただいたサプライヤー様への表彰」などを行い、コ
ミュニケーションを深めています。

▪サ プライヤー 様との 対 話

▪環 境 経 営 の 推 進

▪再 生 可 能 な 資 源 の 利 用

▪気 候 変 動 影 響 の 緩 和

▪汚 染 の 予 防

責任ある調達活動に努めています。

お客様の満足と安心を最大限に追求します。

国内外の拠点が一体となって
地球環境に配慮した企業経営を進めています。

ア ル パ イ ン 機 能 安 全 方 針

『アルパインは、機能安全を通じ、お客様に安心して使ってい
ただける、安全な車載製品を提供します。』

※1　 機能安全：安全機能を設けることにより、システムに故障が発生してもドライ
バーや同乗者などへ危害を与えるハザード（危険）を許容可能なレベルに低
減するという考え方。

◦2016年 業況報告会開催状況

◦環境負荷全体像（2016年度）

日本 中国 北米 欧州

出席取引先数 95社 70社 50社 72社

出席者数 228名 136名 91名 121名

物流
輸送ルートの見直し、共同便の活用、積載効率の改

善などを実施し、輸送におけるエネルギー使用量

を削減しています。

アルパイングループ
ISO14001をグローバルの全生産拠点で取得し、

環境負荷の少ない製品の開発・製造を基本として

取組んでいます。また、各事業所でもグリーン購入

やゼロエミッションなどの活動を通じて、環境負荷

の低減に取組んでいます。

国内（6関連会社）

●アルパイン（株）　

●アルパインマニュファクチャリング（株）

●アルパインプレシジョン（株）

●アルパイン技研（株）　他

海外（13関連会社）

●米州（3）　●欧州（4）　●アジア（6）

お客様
商品の省力化、軽量化に取組み、商品の使用・廃棄

段階での環境負荷低減に努めています。

サプライヤー
「アルパイン・グリーン調達」をグローバルに展開

し、環境負荷の少ない部材の購入を進めています。

大気への放出（t）

国内164.7t　　海外は未集計

OUTPUT

OUTPUTの削減に向け、ゼロエミッション活動

を展開しています。また、大気中に排出する化

学物質を削減している他、物流から発生する

CO2の削減に取組んでいます。

製品

カーナビゲーション、モニター、
カーステレオ等

廃棄物排出量（t） 　 
国内467t　 　 海外4,549　

大気（CO2）への総排出（t）　 　
国内10,046　海外40,639　

INPUT

グリーン調達及び材料・部品に含まれる有害

な化学物質の排除をグローバルレベルで徹底

しています。また、設備の導入や意識向上など

の取組みを通じて、省エネを進めています。

電気量（万kwh）   
国内1,594 海外6,252

燃料（原油換算：Kl）  
国内4,496 海外17,857

市水（t）    
国内80.8 海外264.0

地下水（t）  
国内5.1 海外0

購入部品（半導体など）

加工製品（成型品など）

原材料（プラスチックなど）

燃料(重油換算:Kl)

国内167kl　　海外は未集計　
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土曜教室の様子 大連の公園清掃

第6回大会「いわきサンシャインマラソン」

サンタパーティー

地元企業をよく知るための見学会

CSR　　地域社会との関わり

　福島県いわき市と連携し、文部科学省が進める「土曜日
の教育活動推進プロジェクト」を受けた「土曜学習推進モ
デル事業」に参画しています。官民の連携によって、土曜日
の教育活動を推進することで、子供たちにとってより豊か
で有意義な土曜日を実現しようという目的に賛同し、2016
年8月から地元
の小学校でもの
づくりや科学を
テーマとした「土
曜教室」を開催
しています。

　全国から集まる皆様にいわき市の魅力に触れていただく
ことができ、東日本大震災からの復興のシンボルにもつな
がるスポーツイベント「いわきサンシャインマラソン」に第1
回大会より毎年協賛しています。第6回大会は2017年2月
12日に開催され、ランナー
だけでなく約100名の従
業員がボランティアとして
参加したほか、上位入賞者
に自社の製品を副賞として
提供しました。

　世界各地で従業員同士が家族ぐるみでコミュニケーショ
ンを深めています。ハンガリーでは毎年クリスマスに、従
業員の子供たちを招待してサンタパーティーを開催してい
ます。2016年も約150名の子供たちが親子で参加し、工
場見学、ダンスや歌、折り
紙やハンドクラフトコー
ナー、お絵かきコンテスト
などのイベントを楽しみま
した。

　アルパイングループでは、世界各地の拠点がそれぞれの
地域の特徴やニーズを踏まえながら、豊かな環境づくりに
貢献する植林活動や清掃活動などを展開しています。中国
大連においても、継続的に近隣の清掃活動を行っていま
す。2016年は、従業員とその家族約１,100名が海外清掃
を、2017年は約200名が近隣公園のゴミ拾い活動を実施
しました。

　若手人材の地元地域へのUターン就職を支援していま
す。福島県いわき市で仕事を希望する首都圏の学生や一
般求職者を対象に2017年1月に実施された「地元企業をよ
く知るための見学会（バスツアー）」では39名を受け入れ、
事業所内を案内し業務内
容を説明するとともに、社
員と交流する時間を設けま
した。

　東日本大震災で被災した福島県浜通り地域の早期復興
を支える新技術・新産業の創出を目的とする国家プロジェ
クト「福島イノベーション・コースト構想」に参画していま
す。自動運転車向け要素技術開発やドローンの自動航行シ
ステム開発などに取組むとともに、「地域の技術者育成の
一助になりたい」という願いから、地元の高校生の採用と
育成に取組んでいます。2017年3月に64名の入社が内定
しており、うち希望者には学生時代の専攻に関わらず社内
教育を実施し、技術者として成長、活躍するための機会を
提供します。

▪子 供 たちの 教 育 支 援

▪ス ポーツイベント へ の 協 賛

▪従 業 員と家 族 のコミュニケーション 活 動

▪地 域 の 豊 かな 環 境 づくり

▪若 者 の Uターン促 進

▪人づくりを 通した復 興 支 援

地域社会に参画し、
その発展への貢献を目指しています。

CSR　　多様な人材の活躍

　アルパインでは国籍･人種・年齢･性別・宗教などに関わ
らず多様な人材を採用し、その能力を最大限に発揮できる
職場づくりに努めています。様々なバックグラウンドや個性
を持った従業員を企業の強みとして捉え、各々の個性を伸
ばし活かすため、年に1回、「人材開発会議」を行い、従業

員のキャリアプランや教育方針などについて議論していま
す。社会課題とされる女性の採用や職域拡大については、
2016年４月１日の「女性活躍推進法」の施行を受け、行動
計画を策定し推進しています。

　若手・中堅社員を海外現地法人や外部機関へ１年間派遣
し、実務実習を通じて学ぶ「海外トレーニー制度」を設置し
ています。早い時期から海外での実務や生活を体験すること
で、文化・慣習の理解や語学習得など、国際的な視野や行
動力を持った「グローバル人材」を育成することが同制度の
目的です。2016年度は、ドイツへ1名、ハンガリーへ1名、中国
へ1名を派遣しました。

　アルパインでは、障がいの有無にかかわらず、社員がい
きいきと働き、能力を最大限に発揮できる環境整備に取組
んでいます。2016年度は、養護施設の生徒に短期業務体
験を通じて、当社への理解を深めていただく機会を提供す
るなど、積極的な採用活動を行っています。2016年の雇用
率は2.1％で、法定雇用率は2014年度から継続して達成し
ています。

▪多 様 性 を活 か す 職 場 づくり

▪グローバ ル人 材の 育 成 ▪障 が い を持 つ人 材の 活 用

ダイバーシティを企業の成長力とするための
組織づくり、風土づくりを進めています。

2016年12月に「働きやすい環境を女性目線で考える」をコンセプトにし
たHANA※プロジェクトが発足しました。このプロジェクトは、20代～40
代の女性社員が集まり、キャリアや子育てなど仕事の悩みや意見を共有
し、各自の意識改革や問題解決を目指しています。

※「Happiness of All is Next Alpine／All Alpine（男女共に）がHappyになろう！」の頭文字

女性目線で働き方改革を考える社内プロジェクト

大半を占める技術系学生について
工学系学科を中心に採用

対象となる女子学生の
数が少なく採用が困難

従来

技術系の採用対象学科を
理学系などへも拡大

社内教育を充実させ
専門知識の習得を支援

今後

● 産休取得・復職後のキャリア支援　
● 育児・介護を理由とした退職者への再入社制度 （2016年4月導入）

● 育児を理由とした短時間勤務の期間延長 （2016年4月導入）

● 女性グローバル社員の担当業務の魅力向上

2020年度の目標 正社員女性比率20% ※比率計算式：女性正社員/全正社員

新卒採用の女性比率向上
（グローバルおよび地域限定社員合計）

社内環境/制度整備による女性の定着率向上
⇒ （目標）男女の勤続年数差3年未満

取組み
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◦女性活躍推進行動計画 ◦ 採用に占める女性比率 ◦女性従業員比率
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取締役会

報告、意見陳述提案・報告 選解任

報告

報告

指示・報告

選定・解職

指示報告

コンプライアンス・監査室
経営企画室

（取締役会事務局）

会計監査人
社外取締役

社内取締役

監査等委員会

選解任選解任

監査等
連携・報告

報告

通報

連携 連携
通報

代表取締役社長

指名・報酬の説明

執行側組織・機能に対する内部監査

株 主 総 会

連
携
・
報
告

会
計
監
査

連
携

営業部門 技術部門 生産部門 品質部門 管理部門

関係会社（国内・海外）

各部門による自己チェック

モニタリング 

マネジメント

会
計
監
査

倫
理
ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン

監査等委員会
事務局

http://www.alpine.com/j/investor/
information/pdf/governance_policy_16.pdf

CSR　　コーポレートガバナンス

　アルパインは、親会社であるアルプス電気株式会社を中
心としたアルプスグループに属しており、車載情報機器事
業を行っています。
　アルプスグループでは、コーポレート・ガバナンスの定義
を「企業価値を増大するため、経営層による適正かつ効率
的な意思決定と業務執行、並びにステークホルダーに対す

る迅速な結果報告及び健全かつ効率的で透明性のある経
営を実現する仕組みの構築・運用」としています。株主をは
じめ、持続的な成長と中長期的な全てのステークホルダー
の利益最大化が重要と考え、企業価値の最大化を図り、か
つステークホルダー間の利益をバランスよく満たし、その利
益を直接・間接的に還元することを基本としています。

　当社は、アルプス電気(株)を中心とするアルプスグループ
の一員として、グループ創業の精神（社訓）をグループ経営
の原点と位置付け、アルプスグループ経営規範の下、当社
のコンプライアンスについての基本理念と行動指針を定め
て当社及び当社子会社に展開しています。また、当社及び
当社グループ全体の業務を適正かつ効率的に遂行するた
め、会社法及び会社法施行規則に基づく内部統制システ

ム体制（業務の適正を確保するための体制）の整備を行っ
ています。なお、内部統制システムに係る具体的な体制に
つきましては、当社コーポレートガバナンス報告書の「内部
統制システム等に関する事項」をご参照下さい。　

　当社の取締役会は、取締役（監査等委員である取締役
を除く）11名、及び監査等委員である取締役４名（うち社
外取締役３名）で構成され、経営の基本方針や中期経営
計画を含む経営に関する重要事項を審議・決定するととも
に、職務執行状況の監査・監督を行う機関と位置付けてい
ます。取締役会は月１回の定例開催に加え、必要に応じて
臨時開催を行い、重要事項を全て付議し、充分な討議を経
た上で決議を行っています。上程される議案は、取締役会

規則・細則に基づき、決議事項については法務、会計、税
務及び経済合理性などについて事前確認を行い、取締役
会決議の適法性及び合理性を確保しています。
　なお、取締役の選任決議は、株主総会において議決権を
行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す
る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び
累積投票によらないものとする旨を定款に定めています。

　当社は、会社法上の機関設計として監査等委員会設置
会社制度を採用しています。業務執行者から独立した監査
等委員会が、会計監査人や内部監査部門との緊密な連携
の下、監査・監督機能を強化することで、一層のコーポレー
トガバナンスの強化と公正で透明性の高い経営の実現を
図ります。
　また当社は、株主、顧客、地域社会ならびに従業員等の
ステークホルダーに対する責任を果たすとともに、企業とし
て実効性あるコーポレートガバナンスを実現するために「ア

ルパイン株式会社 コーポレートガバナンス・ポリシー」を制
定しています。当社の中期経営計画において、本ポリシー
の定着と充実、および、監査等委員会を含めたガバナンス
体制での、円滑な運営を進めてまいります。「アルパイン株
式会社 コーポレートガバナンス・ポリシー」は、こちらをご
参照下さい。

▪コーポレ ートガバナンスの 基 本 的 な 考え 方

▪内 部 統 制

▪取 締 役・取 締 役 会

▪コーポレ ートガバナンス体 制

経営の効率性・健全性・透明性を高めるために、
コーポレートガバナンス体制の強化に取組んでいます。

アルプス電気（株）
【電子部品事業】

アルパイン（株）
【車載情報機器事業】

（株）アルプス物流
【物流事業】

監査等
委員

グループ監査等委員会連絡会
（監査等委員、内部監査部門の連携）

監査等委員会 監査等委員会 監査等委員会

監査等委員会室監査等委員会事務局監査等委員会室

社長 社長会／グループ経営会議
（グループ重要事項の事前協議・報告）

社長 社長 社長

取締役
取締役会

（グループ重要事項・電子部品事業の審議・報告）

取締役会

取締役会

部門 部門別連絡会

経営企画

CSR

経理

法務

人事

コンプライアンス 等

経営企画

CSR

経理

法務

人事

コンプライアンス 等

経営企画

CSR

経理

法務

人事

コンプライアンス 等

『アルプスグループの運営及び管理に関する契約書』

『アルプスグループ経営規範（グループ経営規定・コンプライアンス憲章・環境憲章）』

◦アルプスグループ内部統制体制
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避難訓練の様子

CSR　　コーポレートガバナンス

　監査等委員会は、社外監査等委員が過半数を占める体
制により、業務執行者から独立した客観的な立場から適切
な判断をするように努めています。また、法律の専門家で
ある弁護士及び会計の専門家である公認会計士として豊
富な経験を持った社外取締役である監査等委員と、当社
の事業に精通した常勤である社内監査等委員が高い実効

性を持って監査を行うとともに、内部監査部門と連携を図
り、取締役会やその他の重要な会議の場において、経営陣
に対して意見を述べるよう努めています。さらに、監査等委
員会の職務の補助者を置くこととし、当該業務を担う使用
人については取締役（監査等委員である取締役を除く）か
らの独立性を確保します。

　当社では、業務執行の健全性と透明性及び効率性と機
動性の向上を目的に当社取締役会の実効性の評価を実施
いたしました。
　その結果、取締役会での議論・審議・運営は適切に行わ

れていることを確認いたしました。今後とも当社のガバナン
ス並びに企業価値の向上に活かすため、この評価は継続
いたします。

　当社は、取締役会の機能強化のため、社外取締役を3名
選任しています。社外取締役は、経営の適法性の確保に注
力するとともに、全てのステークホルダーを念頭に置き、取
締役会で積極的な意見交換や助言を行い、経営陣の選解
任及び報酬、会社と経営陣・支配株主等との間の利益相
反の監督、その他の取締役会の重要な意思決定を通じ、経

営監督の強化に努めています。
　なお、社外取締役の選任については、当社の定める独
立性基準を含む取締役候補者の選任基準に基づき判断し
ており、また、各氏の同意を得た上で独立役員として指定
し、株式会社東京証券取引所に独立役員として届出ていま
す。

▪監 査 等 委 員 会

▪取 締 役 会 実 効 性 評 価

▪社 外 取 締 役

CSR　　コンプライアンス

　アルパインは、アルプスグループコンプライアンス憲章を
基に社会の一員として公正･適切な行動をとるために従業
員が守るべき基本ルールを「アルパイン倫理・法令遵守方
針」としてまとめ、全社に展開しています。

　いかなる緊急事態においても、従業員とその家族の安
全を確保し、お客様への影響を最小限に止めるため、環
境変化に対応した事業継続計画（Business　Continuity 
Plan）を策定しています。計画は常に、見直しを行ってお
り、グループ会社との連携強化や事業継続計画の対象範
囲の拡充、災害対策本部を中心とした情報発信体制の整
備に取組んでいます。

　アルパインではお客様及びサプライヤー各社の情報を、
自社の情報と共に秘密情報として厳重管理することを社
会的責任と認識して情報セキュリティ管理体制の構築に努
めています。2016年度はお客様・サプライヤー様等に影響
する事故は確認されませんでした。

　日本国内における全ての従業員から倫理問題や反社会
的行為などの相談を受付ける社内通報制度「倫理ホットラ
イン」を設けています。また主要な海外拠点へも各国の実情
に合わせた倫理ホットライン等の設置を完了しています。

　いわき本社では、消防法において、一定規模を有する事
業所において設置が義務付けられている、事業所の従業
員による自衛の消防隊を結成しています。消防隊は月2回
の定期訓練（規律行動や消火器の使い方、1次救命措置＜
AEDの使い方＞など）を行い、災害発生時の初期消火活
動、避難誘導、応急救護に備えています。海外の事業所に
おいても自衛消防隊による防災体制を整備しています。

　日本・米国・欧州・中国の各拠点に置かれた法務部門が
地域の特性に応じたプログラムを展開しています。階層や職
種にあわせて、人権、ハラスメント、技術者倫理、機密情報
保護、独占禁止法などについての教育を実施しています。

▪コンプライアンス体 制

▪事 業 継 続 マネジメント

▪情 報 セキュリティ

▪倫 理 ホットライン

▪自衛 消 防 隊

▪コンプライアンス 教 育

法令、社会規範、倫理などの遵守を徹底しています。

事業の信頼性と継続性の確保に取組んでいます。

CSR　　リスクマネジメント

人
個人情報 個人情報を漏洩しない

差別の禁止 暴力・暴言・性的嫌がらせ・不当な差別を行わない

物
製品の安全 製品の安全性・品質に十分配慮する

環境への配慮 環境に十分配慮する

財
産

会社財産 会社の財産を私的に使用しない

知的財産権 他社の知的財産を侵害しない

情
報

企業秘密 企業秘密の漏洩や私的利用をしない

インサイダー
取引の禁止 会社情報の公表前に当社の株式取引をしない

取
引

公正な取引の 
推進 独占禁止法など法令・ルールを遵守する

贈与と接待 常識の範囲を超えて取引先から贈物・接待を受けない

◦「アルパイン倫理指針」（アルパインの十戒）

　2016年6月の監査等委員会設置会社への移行に伴い、社外取締役（監査等委
員会）に選任されました。当社の経営に参画し、海外現地法人を含む各拠点を訪
れて、経営幹部層をはじめとする多くの社員の方々とコミュニケーションをして感
じるのは、自動車メーカーをはじめとする市場ニーズを細かく汲み取るために、多
大な腐心をしているということです。現在、自動運転システムに象徴されるように、
クルマのテクノロジーが劇的に進化を遂げようとする中で、市場ニーズを的確にと
らえながら事業を展開することは容易ではありません。しかしアルパインは他社に
引けを取らない「強み」を持っています。それは、かつてカーオーディオからカーナ
ビへといち早く参入したことにみられるように、常に先駆的な考えを持って、グロー
バル市場を見据えながら、新しい環境に挑戦していく会社だということです。ただ
しアルパインの挑戦には、要求される機能を高い品質レベルで迅速に形にする、
あるいは新製品に内在する知的財産権などのリスクをマネジメントする拠り所とし
て「攻めのガバナンス」の構築が求められます。私は、財務および会計、監査の専
門家である社外取締役として、「攻めのガバナンスの実現」と各BU（ビジネスユ
ニット）の収益性の向上への適切な助言によって「アルパイングループの持続的
成長」に貢献していきたいと思っています。

略歴
 1995年5月 
　太田昭和監査法人代表社員

 2000年5月 
　監査法人太田昭和センチュリー常任理事

 2006年5月 
　新日本監査法人副理事長

 2011年6月 
　当社 社外監査役、 
　小島秀雄公認会計士事務所開設

 2015年6月 
　住友重機械工業(株) 社外取締役 

 2016年6月 
　当社 取締役 監査等委員

取締役監査等委員  小島秀雄

会計、監査の専門家として持続的な企業成長に貢献したい

社外取締役の声
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CSR　　CSR活動総括

　アルプス／アルパイングループでは、グループにとっ
ての重要度や外部環境の変化等を加味、検討し、集約
させることで、以下の活動方針を策定しました。また、
全社方針に加えて、環境、社会、ガバナンス（ESG：
Environment,Social,Governance）のカテゴリー別でも方
針を設定しています。

　アルパインは2017年度より、より事業視点でCSRに取
組める推進体制へとCSR委員会を再編しています。取組
みテーマ別に設定された14の部門で構成され、それぞれが
「社会への価値提供」と「持続的な企業成長」を重視しな
がら活動を推進しています。CSR委員会は4半期毎に課題
について進捗確認を行い、その結果を取締役会で報告して
います。

▪2 017年 度  C S R 活 動 方 針

▪2 016 年 度 の 振り返り

▪C S R 推 進 体 制

CSR活動の方針／体制と
2016年度の進捗について報告します。

活動方針

外部環境の変化とステークホルダーの期待を主体的に捉え、持続的成長
が可能な基盤を構築する。

テーマ別方針

環境 地球環境保全活動の推進

社会
外部基準や外部環境を鑑みたマネジメントの強化 
（人権、労働安全、調達）

ガバナンス 企業リスク対策と企業基盤の強化

項目 主な活動

環境

温室効果ガス削減 環境実行計画の推進により、事業所領域・物流領域の温室効果ガス削減の目標達成

廃棄物削減 木製パレットの有効活用範囲を拡大することにより、基準年比▲10％廃棄物削減

環境教育 従業員向け教育実施および地域の小学校にて環境教育を実施

社会

労働安全 OHSAS 18001 労働安全衛生マネジメントシステムを生産3拠点で認証取得

人権
英国現代奴隷法の制定を受け、人身売買、奴隷制度に対する 
ステートメントをWebサイトにて公開

サプライヤー様調査 全世界265社のサプライヤー様に対しCSR調査を実施

調達リスク 生産6拠点で購入している部品の最終生産地の原材料レベルまでの調査を実施

女性の活躍推進 働きやすい環境を女性目線で考える女性ワーキンググループの発足

地域貢献 東日本大震災で被災した福島県浜通り地域の早期復興を支える国家プロジェクトへの参画

ガバナンス

監査等委員会設置会社へ
の移行 監査等設置会社から監査等委員会設置会社へ移行

コンプライアンス教育 各国の地域の特性に応じたプログラムでコンプライアンス教育を実施

財務データ　　財務分析

1）概況 
　当連結会計年度における世界経済は、米国は内需が底
堅く推移し、欧州は国別にまだら模様ながらも景気の回復
が続きました。一方、中国をはじめとする新興国や資源国
では成長鈍化による景気の下振れ懸念が強まりました。わ
が国経済は緩やかな回復基調で推移しましたが、英国の
EU離脱問題や米国大統領選挙の影響による不安定な為
替の動きに加え、欧州の金融資本市場リスクなど海外経
済の不確実性の高まりから、景気の先行きに不透明感が
漂いました。
　カーエレクトロニクス業界では、インフォテインメントシ
ステムを核とした車載情報分野と、自動車の電子化・自動
運転・AI（人工知能）などの新分野との連携が拡大し、業
種・業態を超えた競争が激化しています。

　このような状況下、当社グループは今年度を、2020年
度に向けて策定した企業ビジョン『VISION2020』におけ
る成長基盤構築のための変革の年と位置付け、研究開発
部門の組織改革や開発投資の効率化、原価低減の推進な
ど、体質強化に努めました。

2）売上高・利益　 
　連結売上高2,477億円（前期比9.3％減）、営業利益
56億円（前期比3.3％増）、経常利益については、持分法
による投資利益が増加したことなどから、74億円（前期比
20.6％増）となり、親会社株主に帰属する当期純利益につ
いては、特別利益に計上した関係会社株式売却益が減少
したことから、77億円（前期比27.5％減）となりました。

　米国新政権の政策動向や欧米での保護主義の台頭に
加え、地政学リスクなど不確実性が高まりつつあり、世界
経済の先行きは不透明な状況が続くものと予想されます。
また、カーエレクトロニクス業界は、技術の進化や企業間
競争の激化など、引続き厳しい事業環境が継続するものと
思われます。
　このような状況下、当社グループは2020年度に向けて
策定した企業ビジョン『VISION2020』達成に向け、国内
技術開発子会社を当社に吸収合併し技術開発力を強化す
るとともに国内製造子会社３社を統合し生産効率の向上
を図るなど、グループ再編による構造改革を実施、より強
固な事業基盤の構築を進めます。また、ビジネスについて
は、以下の取組みを行います。

1）音響機器事業
　自動車メーカー向け純正品として高評価を得たサウンド
システムの拡販に努めるとともに、自動車の燃費や環境に
配慮した軽量・薄型スピーカーや、車室内デザインの変化
に対応するため設置場所の自由度を向上させた軽量・小
型の新製品レイアウトフリースピーカーの付加価値を訴求
し、受注拡大を図ります。

2）情報・通信機器事業
　新たな需要開拓を目指し欧米市販販市場に投入した
車種専用大画面ナビゲーションの拡販に注力し、好調な
自動車販売が続く米国で引続きピックアップトラックやＳ
ＵＶにターゲットをフォーカスします。また、国内市販市場
では、業界最大サイズの大画面ナビゲーションやリアモニ
ターを搭載し、専用の車室内及び外観パーツをデザインし
たカスタマイズカーによる売上拡大を目指します。

　次期の連結業績予想については、現時点で想定できる
事象を考慮し、以下のとおり予想しています。

▪2 017年 3月期 の 経 営 成 績 の 分 析

▪次 期 の見 通し

2017年3月期の経営成績と財政状態の分析を報告します。

◦連結業績予想 （単位：億円）

※業績予想の前提となる予想為替レート：１米ドル＝108円、１ユーロ＝116円

上期 下期 通期 前期比

売上高 1,200 1,300 2,500 0.9%増

営業利益 21 44 65 15.8%増

経常利益 17 39 56 24.7%減

親会社株主に 
帰属する当期純利益 △10 18 8 89.7%減
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財務データ　　財務分析

1）キャッシュ・フロー
①営業活動によるキャッシュ・フロー
　営業活動による資金の増加は34億円（前期は20億円
の増加）となりました。この増加の主な要因は、税金等調
整前当期純利益131億円の計上、減価償却費64億円の計
上、たな卸資産32億円の減少による資金の増加と、持分
法による投資利益15億円の計上、関係会社株式売却益
62億円の計上、売上債権45億円の増加、仕入債務10億
円の減少及び法人税等の支払59億円による資金の減少で
す。
②投資活動によるキャッシュ・フロー
　投資活動による資金の増加は34億円（前期は34億円
の減少）となりました。この増加の主な要因は、有形固定
資産の取得49億円、無形固定資産の取得29億円、貸付
けによる支出22億円及び出資金の払込による支出16億円
による資金の減少と、関係会社株式の売却による収入93
億円及び貸付金の回収による収入54億円による資金の増
加です。
③財務活動によるキャッシュ・フロー
　財務活動による資金の減少は22億円（前期は32億円
の減少）となりました。この減少の主な要因は、配当金の

支払20億円による資金の減少です。
　上記の結果、フリー・キャッシュ・フローは69億円の資
金増加（前期は13億円の資金減少）となりました。なお、
フリー・キャッシュ・フローは営業活動によるキャッシュ・フ
ローと、投資活動によるキャッシュ・フローの合計です。
2）資産、負債及び純資産の状況　
　当連結会計年度末における総資産については、現金及
び預金の増加40億円、受取手形及び売掛金の増加26億
円、たな卸資産の減少44億円、その他流動資産の減少44
億円、有形固定資産の減少13億円等により、前連結会計
年度末比33億円減少の2,018億円となりました。
　負債については、支払手形及び買掛金の減少30億円、
未払費用の増加４億円、製品保証引当金の減少７億円、そ
の他流動負債減少11億円、その他固定負債減少２億円等
により、前連結会計年度末比48億円減少の565億円とな
りました。
　純資産については、利益剰余金の増加56億円、為替換
算調整勘定の減少40億円等により、前連結会計年度末比
15億円増加の1,453億円となりました。
　この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末比1.9ポ
イント増加の71.1％となりました。

1）景気変動について
　当社グループは、モービルマルチメディア事業を中心とし
てグローバルに事業を展開しています。当社グループの製
品は、直接あるいは顧客自動車メーカーを通じて間接的
に、全世界の様々な市場で販売されています。従いまして、
日本、北米、欧州、アジア等の主要市場における政治・経
済情勢、自然災害・環境問題等による景気変動が当社グ
ループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があ
ります。

2）為替リスクについて
　当社グループは、海外売上高比率が約87.3%であり、ま
た在外子会社の財務諸表は現地通貨建で作成されている
ため、為替変動の影響を受けます。一般に他の通貨に対
する円高、特に米ドル及びユーロに対する円高は、当社グ
ループの業績に悪影響を及ぼします。当社グループは為替
先物予約等により、為替ヘッジ取引を行っていますが、急
激な為替レートの変動等により、当社グループの業績及び
財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

3）新製品開発について
　当社グループは、魅力ある新製品を開発するため、継
続的な研究開発投資を積極的に行っています。しかしなが
ら、技術の急速な進歩や顧客ニーズの変化により、期待通
りに新製品開発が進まない場合、将来の成長と収益性を
低下させ、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及
ぼす可能性があります。

4）価格競争について
　当社グループが属しているモービルマルチメディア業界
における価格競争は激化しており、市販市場では価格下落
の影響を受けています。また、自動車メーカーからのコスト
ダウンや競合他社の参入攻勢などのため、今後一層の価格
下落が予想されます。当社グループは、グローバルな視点
での収益・コストの構造改革を進めていきますが、これら
販売価格の下落が、当社グループの業績及び財務状況に
悪影響を及ぼす可能性があります。

5）海外進出に潜在するリスクについて
　当社グループは、生産及び販売活動の多くを米国や欧
州ならびに中国他アジア諸国にて行っています。これらの
海外市場への事業進出には、１．予期しない法律または税
制の変更、２．不利な政治または経済要因、３．テロ、戦争、
その他の社会的混乱等のリスクが常に内在しています。こ
れらの事象が起きれば、当社グループの事業の遂行に深刻
な影響を与える可能性があります。

6）特定の部品の供給体制について
　当社グループは、重要部品を当社グループ内で製造する
様努めていますが、一部の重要部品については、グループ
外の企業から供給を受けています。これらの供給元企業
が、災害等の事由により、当社グループの必要とする数量
の部品を予定通り供給できない場合、生産遅延、販売機
会損失等が発生し、当社グループの業績及び財務状況に
悪影響を及ぼす可能性があります。

7）顧客企業の要求について
　当社グループのＯＥＭ事業は、全世界の自動車メーカー
を対象にしており、中期的には受注構造改革を推進し、更
なる売上の拡大を目指しています。これら自動車メーカーに
あっては、生き残りをかけたグローバル競争から品質・価
格・納期に対する要求が一層高まっています。この分野に
おける顧客企業への売上は、その顧客企業の業績や調達
方針の変更等により大きな影響を受け、また顧客要求に応
じるための値下げは、当社グループの業績及び財務状況
に悪影響を及ぼす可能性があります。

8）知的財産について
　当社グループは、技術研究開発等により得られた成果
について、特許、商標及びその他の知的財産権などにより
当該技術の保護を図っています。しかし特定の地域におい
ては知的財産権による保護が十分でなく、第三者が当社グ
ループの知的財産を使用し類似製品を製造するのを効果
的に防止できない可能性があります。また、当社グループの
将来の製品または技術が、他社の知的財産権を侵害してい
るとされる可能性があります。

9）製品の欠陥について
　当社グループは、厳格な品質管理基準にのっとり各種の
製品を製造しています。しかし全ての製品について欠陥がな
く、将来的にリコールが発生しないという保証はありませ
ん。また、製造物賠償責任保険に加入していますが、この
保険が最終的に負担する賠償額を十分にカバーできるとい

う保証はありません。大規模なリコールや製造物賠償責任
につながるような製品の欠陥は、コストや当社グループの
評価に重大な影響を与え、それにより当社グループの業績
及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

10）公的規制について
　当社グループは、事業展開する各国において、事業・投
資の許可、関税をはじめとする輸出入規制等、様々な政府
規制・法規制の適用を受けています。これらの規制を遵守
できなかった場合、当社グループの事業活動が制限され、
コストの増加につながる可能性があり、当社グループの業
績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

11）災害時のリスクについて
　当社グループでは、地震を含めた防災対策を徹底してい
ますが、想定を超える大規模な災害が発生した場合には、
停電またはその他の中断事象により、当社グループの業績
及び財政状態の悪化につながる可能性があります。

12）環境汚染に関するリスク
　当社グループでは、CSRの一環として「アルプスグルー
プ環境憲章」のもと、環境リスク対応への取組みを行って
おり、具体的には、化学物質の漏洩防止策や排水・排気管
理の徹底、国内事業所における土壌・地下水の浄化などを
実施しています。しかしながら事業活動を通じて、今後新た
な環境汚染が発生しないという保証はありません。このよ
うな不測の事態が発生または判明した場合、その対策費用
が発生し、当社グループの経営成績及び財政状態の悪化
につながる可能性があります。

13）有価証券の時価変動リスク
　当社グループでは、売買を目的とした有価証券は保有して
いませんが、時価を有するものについては全て時価評価を
行っており、株式市場における時価の変動が当社グループ
の業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

14）法的手続き及び訴訟に関するリスク
　当社グループは、事業活動に関するコンプライアンス体
制を構築し、その実行に努めています。しかしながら当社グ
ループの活動に関連して、法令違反に関する規制当局によ
る法的手続きが開始された場合、あるいは訴訟が提起され
た場合には、その結果として、当社グループの業績及び財
務状況に影響を及ぼす可能性があります。

▪2 017年 3月期 の キャッシュフロー の 状 況 及び 財 政 状 態 の 分 析

▪事 業 等 のリスク 　
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財務データ　　連結貸借対照表

（単位：百万円）

前連結会計年度（2016年３月31日） 当連結会計年度（2017年３月31日）

（資産の部）

流動資産

現金及び預金 49,282 53,309

受取手形及び売掛金 36,742 39,429

商品及び製品 20,885 18,310

仕掛品 1,003 737

原材料及び貯蔵品 8,236 6,591

繰延税金資産 1,168 1,197

その他 13,323 8,894

貸倒引当金 △260 △139

流動資産合計 130,382 128,330

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 26,863 26,360

減価償却累計額 △18,106 △18,378

建物及び構築物（純額） 8,756 7,981

機械装置及び運搬具 24,109 23,937

減価償却累計額 △17,833 △17,939

機械装置及び運搬具（純額） 6,275 5,997

工具器具備品及び金型 52,954 52,271

減価償却累計額 △46,793 △46,592

工具器具備品及び金型（純額） 6,160 5,679

土地 4,946 4,863

リース資産 189 199

減価償却累計額 △71 △86

リース資産（純額） 117 112

建設仮勘定 1,150 1,459

有形固定資産合計 27,408 26,095

無形固定資産 2,668 4,457

投資その他の資産

投資有価証券 25,343 25,199

出資金 16,246 13,881

退職給付に係る資産 14 60

繰延税金資産 702 679

その他 2,423 3,158

貸倒引当金 △6 △6

投資その他の資産合計 44,724 42,974

固定資産合計 74,800 73,527

資産合計 205,182 201,857

（単位：百万円）

前連結会計年度（2016年３月31日） 当連結会計年度（2017年３月31日）

（負債の部）

流動負債

支払手形及び買掛金 27,088 24,079

未払費用 8,553 9,033

未払法人税等 893 944

繰延税金負債 － 0

賞与引当金 2,027 2,211

役員賞与引当金 42 55

製品保証引当金 5,617 4,841

その他 6,737 5,538

流動負債合計 50,961 46,705

固定負債

繰延税金負債 4,697 4,548

退職給付に係る負債 3,590 3,410

役員退職慰労引当金 55 70

その他 2,073 1,794

固定負債合計 10,416 9,823

負債合計 61,377 56,529

（純資産の部）

株主資本

資本金 25,920 25,920

資本剰余金 24,905 24,903

利益剰余金 82,115 87,758

自己株式 △1,407 △1,401

株主資本合計 131,534 137,180

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 7,653 7,338

繰延ヘッジ損益 △5 △0

土地再評価差額金  △1,310 △1,261

為替換算調整勘定 5,914 1,908

退職給付に係る調整累計額 △1,803 △1,713

その他の包括利益累計額合計 10,449 6,272

新株予約権 54 83

非支配株主持分 1,766 1,791

純資産合計 143,805 145,328

負債純資産合計 205,182 201,857
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（単位：百万円）

前連結会計年度
（自2015年４月１日 　至2016年３月31日）

当連結会計年度
（自2016年４月１日　至2017年３月31日）

売上高 273,056 247,751

売上原価 231,107 205,495

売上総利益 41,949 42,256

販売費及び一般管理費 36,515 36,644

営業利益 5,434 5,612

営業外収益

受取利息 276 272

受取配当金 415 487

持分法による投資利益 1,256 1,594

その他 577 477

営業外収益合計 2,525 2,832

営業外費用

支払利息 379 19

為替差損 842 507

売上割引 141 100

支払手数料 65 65

海外源泉税 196 203

その他 165 108

営業外費用合計 1,789 1,005

経常利益 6,170 7,439

特別利益

固定資産売却益 91 64

投資有価証券売却益 － 127

関係会社株式売却益 15,620 6,268

受取補償金 315 25

その他 175 －

特別利益合計 16,203 6,485

特別損失

固定資産除売却損 65 68

投資有価証券評価損 73 －

持分変動損失 － 700

その他 － 25

特別損失合計 138 793

税金等調整前当期純利益 22,234 13,131

法人税、住民税及び事業税 8,666 5,797

法人税等調整額 2,612 △560

法人税等合計 11,278 5,237

当期純利益 10,955 7,894

（内訳）

親会社株主に帰属する当期純利益 10,698 7,760

非支配株主に帰属する当期純利益 256 134

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,912 887

繰延ヘッジ損益 △1 4

為替換算調整勘定 △4,233 △2,058

退職給付に係る調整額 △1,002 91

持分法適用会社に対する持分相当額 △1,082 △3,146

その他の包括利益合計  △8,233 △4,221

包括利益 2,722 3,672

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,637 3,533

非支配株主に係る包括利益 85 138

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自2015年４月１日　至2016年３月31日）

当連結会計年度
（2016年４月１日　至2017年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 22,234 13,131

減価償却費 7,240 6,417

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 229 △91

未払費用の増減額（△は減少） △3,009 698

受取利息及び受取配当金 △692 △760

支払利息 379 19

持分法による投資損益（△は益） △1,256 △1,594

有形固定資産売却損益（△は益） △64 △30

関係会社株式売却損益（△は益） △15,620 △6,268

売上債権の増減額（△は増加） 4,956 △4,539

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,281 3,238

仕入債務の増減額（△は減少） △39 △1,079

製品保証引当金の増減額（△は減少） △46 △585

その他 △1,159 49

小計 11,870 8,604

利息及び配当金の受取額 919 809

利息の支払額 △379 △19

法人税等の支払額 △10,428 △5,949

法人税等の還付額 60 34

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,043 3,478

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △6,650 △4,924

有形固定資産の売却による収入 203 226

無形固定資産の取得による支出 △843 △2,932

貸付けによる支出 △3,728 △2,240

関係会社株式の売却による収入 20,569 9,398

出資金の払込による支出 △14,005 △1,683

貸付金の回収による収入 1,258 5,430

その他 △228 168

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,425 3,441

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △700 △0

配当金の支払額 △2,417 △2,067

非支配株主への配当金の支払額 △50 △64

その他 △56 △94

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,224 △2,227

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,367 △665

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,973 4,026

現金及び現金同等物の期首残高 56,130 49,282

連結の範囲の変更に伴う現金及び
現金同等物の増減額（△は減少） 125 －

現金及び現金同等物の期末残高 49,282 53,309

財務データ　　連結損益及び包括利益計算書 財務データ　　連結キャッシュ・フロー計算書
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前連結会計年度 （自2015年4月１日  至2016年３月31日） （単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 25,920 24,905 82,115 △1,407 131,534

当期変動額

　剰余金の配当 △2,068 △2,068

　親会社株主に帰属する 
　当期純利益 7,760 7,760

　自己株式の取得 △0 △0

　自己株式の処分 △0 6 6

　自己株式処分差損の振替 0 △0 －

　非支配株主との取引に係る
　親会社の持分変動 △2 △2

　土地再評価差額金の取崩 △49 △49

　株主資本以外の項目の 
　当期変動額（純額）

当期変動額合計 － △2 5,642 5 5,646

当期末残高 25,920 24,903 87,758 △1,401 137,180

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配
株主持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益

累計額合計

当期首残高 7,653 △5 △1,310 5,914 △1,803 10,449 54 1,766 143,805

当期変動額

　剰余金の配当 △2,068

　親会社株主に帰属する
　当期純利益 7,760

　自己株式の取得 △0

　自己株式の処分 6

　自己株式処分差損の振替 －

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 △48 △50

土地再評価差額金の取崩 49 49 －

　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額） △314 4 － △4,005 89 △4,226 28 73 △4,123

当期変動額合計 △314 4 49 △4,005 89 △4,177 28 25 1,523

当期末残高 7,338 △0 △1,261 1,908 △1,713 6,272 83 1,791 145,328

当連結会計年度 （自2016年４月１日  至2017年３月31日）

財務データ　　連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 25,920 24,905 73,835 △713 123,949

当期変動額

　剰余金の配当 △2,418 △2,418

　親会社株主に帰属する 
　当期純利益 10,698 10,698

　自己株式の取得 △700 △700

　自己株式の処分 △0 5 5

　自己株式処分差損の振替 0 △0 －

　株主資本以外の項目の 
　当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 8,280 △694 7,585

当期末残高 25,920 24,905 82,115 △1,407 131,534

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配
株主持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益

累計額合計

当期首残高 7,937 △3 △1,310 12,689 △801 18,511 32 1,731 144,223

当期変動額

　剰余金の配当 △2,418

　親会社株主に帰属する
　当期純利益 10,698

　自己株式の取得 △700

　自己株式の処分 5

　自己株式処分差損の振替 －

　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額） △283 △1 － △6,774 △1,001 △8,061 22 35 △8,003

当期変動額合計 △283 △1 － △6,774 △1,001 △8,061 22 35 △418

当期末残高 7,653 △5 △1,310 5,914 △1,803 10,449 54 1,766 143,805

31 Annual Report 2017-2018 32Annual Report 2017-2018

会
社
紹
介

ビ
ジ
ョ
ン

Ｃ
Ｓ
Ｒ

会
社
概
況

財
務
デ
ー
タ



会社概況　　財務/非財務ハイライト

（単位:人）
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会社概要（2017年6月現在） 役員の状況（2017年6月現在）

順位 株　主　名 持株数
（千株）

持株比率
（%）

1 アルプス電気株式会社 28,215 40.93

2 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,470 3.58

3 STATE STREET BANK CLIENT OMNIBUS OM04 1,917 2.78

4 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,486 2.16

5 STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103 1,317 1.91

6 STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 1,062 1.54

7 THE BANK OF NEW YORK 133522 962 1.40

8 STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 889 1.29

9 CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 889 1.29

10 THE BANK OF NEW YORK,
TREATY JASDEC ACCOUNT 888 1.29

社 名 アルパイン株式会社

英 文 社 名 ALPINE ELECTRONICS, INC.

本 社 〒141-8501
東京都品川区西五反田一丁目1番8号
TEL　03（3494）1101（代表）

※2017年8月18日から本社は 
　下記に移転する予定です。
東京都大田区雪谷大塚町1番7号
TEL　03（5499）8111

い わ き 本 社 〒970-1192
福島県いわき市好間工業団地20番1号
TEL　0246（36）4111（代表）

設 立 1967年5月

発 行 可 能 株 式 総 数 160,000,000株

発 行 済 株 式 総 数 68,937,217株（除 自己株式 847,284株）

資 本 金 25,920百万円

グ ル ー プ 従 業 員 数 12,959名（連結ベース35社合計）

国 内 関 係 会 社 アルパインマーケティング株式会社
アルパインマニュファクチャリング株式会社
アルパイン情報システム株式会社
アルパインビジネスサービス株式会社
アルパインカスタマーズサービス株式会社 
株式会社シーズ・ラボ

他2社

海 外 関 係 会 社 アルパイン・アメリカ
アルパイン・ヨーロッパ
アルパイン・中国
アルパイン・アジア・パシフィック

他29社

合計
68,937,217株
 （除 自己株式）

外国人・
海外機関投資家
37.85%個人

4.62%

事業法人等
42.35%

金融機関
（含 投資信託・
年金信託・証券会社）
15.18%

氏　　　　　　名 当社における地位及び担当または主な職業

米  谷　　  信  彦 代表取締役社長

梶  原　　  　  仁 常務取締役 管理担当

水  野　　  直  樹 常務取締役 営業担当

遠  藤　　  浩  一 常務取締役 技術・開発担当

小  林　　  俊  則 取 締 役 欧州支配人

田  口　　  周  二 取 締 役 品質担当

池  内　　  康  博 取 締 役 製品設計担当

河  原  田　陽  司 取 締 役 生産・資材担当

井  上　　  伸  二 取 締 役 営業副担当（OEM担当）

石  橋　　  浩  司 取 締 役 製品設計副担当

片  岡　　  政  隆 取 締 役 アルプス電気㈱取締役相談役

森  岡　　  洋  史 取　締　役
監査等委員 （常勤）

小  島　　  秀  雄 取 締 役
監査等委員 公認会計士

長  谷  川　聡  子
（ニ井矢）

取 締 役
監査等委員 弁護士

柳  田　　  直  樹 取 締 役
監査等委員 弁護士

※持株比率は、自己株式を控除して計算しています。

( 円 )
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◦所有者別株式分布状況

会社概況　　会社概要

◦株価推移
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大株主の状況（2017年3月31日現在）
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